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修士論文
［福祉政策教育研究領域］
障害者就労支援システム構築に関する一考察：コミュ
ニテイネットワーク形成の実践から
湊直司
障害者自立支援法の理念でもある「自立と共生」に
端を発し、障害者の「自立」及び「共生」の概念を整
理した。 ICFの視点で整理する ことにより、障害者の
活動 ・参加（activity）と環境因子の相関により、「自
立」の態様が生じると言うことが理解できた。また、
その環境因子（つまり「共生J）として社会関係資本
（ソーシャルキャピタル）との有効なかかわりをコー
デイネー卜することの重要性を認識した。
更に、社会関係資本（ソーシャルキャピタル）の質
ともいえる市民性（シチズンシップ）の概念にたどり
若き、支援される対象としての障害者の存在により市
民活動が活発になり更にソーシヤルキャピタルの培養
につながり、そのことによって福祉的理念を持った市
民性（シチズンシップ）の高まりへと繋がる正の相関
関係が生じると言う仮説を導き出した。
そのことを障害者の就労と言う枠組みの中で試みた。
まず、就労に関する二つのニーズ調査を行い、一般雇
用と福祉的就労の中間的ニーズがあることが判明した。
その問、仮説に沿った実践としての就労システムとそ
れを支援するシステムを「コミュニテイネットワーク
型就労支援システム」と呼び、支援のネットワークを
広げた。真にボランタリーな支援やフォーマルな支援、
関わることにより果実を求める支援等さまざまな支援
のあり方が混交しながら活動すると言う環境の中で、
障害者自身の自己実現に向けた変化を感じることがで
きたし、制度の狭間で支援の手が伸びなかった人たち
にとっての拠点と しての機能も発見できた。
「自立と共生」実は「白立は共生」である と言う発
見があった。 しかし、仮説を実証的に証明すると言っ
たレベルには至らなかった。
社会政策決定過程における政策変化の合理性を最大化
するためのシステム的方策の検討：戦略的住民参加の
政策過程への応用
森和
公共政策の中でもとりわけ社会政策は、関係アク
ターの広範さとそれに伴う政治的・社会的コンセンサ
ス獲得過程の困難さから、政策の本質を歪ませる非合
理的な政策変化が生じやすい。異なる政治価値を有す
る組織同士の妥協の産物であるコンセンサスは、その
獲得方法によっては当該社会政策の実質的価値を損な
う結果につながる。ひいては当該社会政策が社会生活
上生じている諸問題に対して改善を期待されながらも、
決定過程で歪んだアウ トプッ トが期待されるアウ トカ
ムとなりえない社会的に望ましくない状況を引き起こ
す。その要因はさまざまであるが、決定過程の閉鎖性、
関係アクタ ーの行動原理、システム環境等が代表的
で、その変化の過程に一定の合理性が包含されていな
ければ、国民の期待を裏切る結果にしかなりえない。
政治アクターの行動原理や決定システム環境から生
じる これらの政策変化の諸問題を解決すベく、すなわ
ち政策変化を不可避なものと仮定した上で、その合理
性を担保しながら真に効果的なアウトプッ トを実現し
うる決定システムを検討した。具体的には、近年行政
サービス（政策執行段階）への批判に対応すベく、民
営化やアウトソーシング、 NPM等が検討され実践さ
れているが、その中でも以上の問題に対応しうる発想
としてルール志向的ガヴァナンスと経営的ガヴァナン
スという 2本の柱に基づく政策形成過程全般への戦略
的住民参加の可能性を検討する。レイマン ・コント
ロールを前提と し実際に社会サービス受給者側の観点
から政策形成過程に積極的に関与することにより、可
能な限り政策のインプットとアウ トプッ トの抗離をな
くすことを期待する。
一方で戦略的住民参加は万能薬ではありえない。政
策決定過程で生じる以上の問題に対して住民参加の実
効性を期待するにはいくつかの制約を1也えなければな
らない。特に参加者の質と選定に関する構造的ジレン
マ、民主主義的決定を前提とした住民参加による意思
の影響力、さらに個人的合理的行動選択の特定など困
難な制約が問題である。これらに対して公私協働、選
択的誘因などの概念を応用し、合理的な政策変化に基
づく社会生活上の諸問題解決と、政策決定過程上の民
主主義の限界を認、知しつつもその補完作用と しての住
民参加の役割と効果について検討した。
［福祉臨床教育研究領域］
就労継続支援事業所における精神障害者の支援：社会
的支援カテゴリーを再考する
巻田和輝
学部での卒業論文において、「精神障害者への地域
支援のあり方」について、施設や機関の職員に対しア
ンケ トー調査を行い、職員側の支援について考察した。
この考察をもとにし、 さらに、支援を行う に際して、
精神障害者の側に立って行うべきである との考察を深
めた。
支援に関 し、 情緒的支援 ・道具的支援 ・情報的支
援 ・評価的支援といった、ハウスが定義する既存の社
会的支援の概念を参考にした。
本研究では、 精神障害者が求める支援を見つけるた
め、 主に作業所（現：就労継続支援事業所）で実施し
たフィールドワークやグ、ループインタビューの内容に
ついて報告する。
フィールドワークの結果、 ①拒絶でも受容でもない
経験、 ②障害者同士だからこそ理解しあえる点、③利
???
用者から見れば深刻な相談、 ④施設の存在意義、 ⑤仕
事のペースへの配l志、⑥経済面における悩みや不満の
以上6点について分類し、整理することができた。そ
の中でも特に、 ⑤と⑥に関しては、精神障害者が就労
する際にも非常に重要な点となることが見出された。
また、作業所の利用者に対し行なったグループイン
タビューの結果、利用者の思いとして、 ①給料をあげ
て欲しい、 ②給料を併るための仕事をどうやってとる
のかの2点が挙げられた。
それらの結果から、精神障害者は、経済而、特に給
料の面において非常’に強い不満を感じており、現状に
満足していないことが明確になった。そして、給料が
少ないために、その人にとってのささやかな楽しみで
さえも我慢しなければならない状況にあることが見出
された。
支援カテゴリーと具体的支緩内容を、 1対1の対応
で考えるのは誤りである。
一方で、支援を行なう｜際、支援者は、仮に具体的支
援内容は意識していたとしても、「支援カテゴリーま
では検討していないだろう。なぜならば、「支媛Jは支
援者にとって、省みることなく展開されることが多く、
支援カテゴリーとそれに対応する具体的内待、さらに
は、支援プロセスが、ほとんどの場合支援者の1j-:iで作
られているからである。しかし、この点に1/'rJ；遁がある
と考えられ、省みられることなく行われているが故に、
支援カテゴリーが担う具体的支援内容の認識が、精神
障害者が本来求めている支援カテゴリーとは異なって
しまう可能性が潜んでいるのである。
［臨床心理教育研究領域］
CMCカウンセリングに関する実験的検討：同時平行的
コミュニケーションの効果に着目して
安部文恵
本研究は、同｜｜寺並行的反応の効果に着目し、チヤツ
トソフトを介したカウンセリングと、より同時性の高
いシステムを用いたカウンセリングとを比l佼検討した。
研究1では、相手が発言を入力し、それが双方の共
有画面に表示されるのを“黙って待つ”時間が存在す
るチャットソフトを介したカウンセリングと、互いの
発言の様子をリアルタイムで見ることや即座に反応す
ることが可能な、より同時性の高いCM Cカウンセリ
ングとを比4変し、カウンセリングにおけるコミュニ
ケーションにどのような変化が見られるのか。またそ
れに対する話者の印象について、クライエントに焦点
を当てて検討した。その結果、同時性が高まることに
よって、カウンセラーが示す発話ノ号ターンに変化が生
じることが明らかになった。チャッ卜を介したカウン
セリングの際にカウンセラーは“質問”や“説明”を
馬区イ吏してクライエントに働きかけを行っていたが、同
時性が高くなることによって、“あいづち”をより自然
にうつことが可能になり、そうすることで二者間の相
互作用的な関わりを行っていることが示唆された。ま
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た、行われたカウンセリングに対するクライエントの
認識については、同｜｜寺性が高くなることによって、「会
話がスムーズに進んだ」、「問題についてよく考えるこ
とができた」、「カウンセラーは問題についてわかって
くれた」といったことをより強く感じる傾向があった。
研究2では、チャットソフトを介したカウンセリン
グと、より同時性の高いシステムを用いたカウンセリ
ングとの違いをより明確に表すため、ケース数を増や
し、発話文字数の差異の検討、行われたカウンセリン
グに対するクライエントの認識の差異の検討、さらに、
行われた会話のやりとりの質的な分析を行った。その
結果、発言量に関しては、クライエント、カウンセ
ラーのどちらにおいても、｜司｜｜寺性が高い条件において
発話昆が多かった。また、同｜｜寺並行的な反応を示すこ
とが可能になると、カウンセラーがクライエントの発
言にきちんと耳を｛頃けていることが向然なJI手でボさ
れ、「真剣に話を聞いてくれた」という認識が強まると
示I変された。同｜｜寺性が高まり、相手に｜到する手がかり
が増えたことによ って、文字を介したCMC 場面で
“沈黙”が見られ、それへの対・処行動が見られた。ま
た、 クラ イエントの内発的な語りがより 多くみられる
ようになった。
保護司が対象者にいだく受容的態度についての検討
熊谷渉
本研究では、 受代的態度についての託述を行うこと
を主口(Iなとして、保護司が犯罪を起こした少年・成人
に対して抱く受代的態度について、その構造を明らか
にし、その構造の特徴をもとに保護司を受脊的態度で
頒型化し、その矧型の特徴を記述し、受代的態度のJ]寺
系列的変化についての考察を行った。なお、本研究で
は保護司という職務の特殊性から受容的態度を検討す
るにおいては保護司が最適の対象であると考え、保護
司の受答的態度についての研究を行ったが、その研究
の中では常に心理療法家の受容的態度についての問い
が存在し、その点を明らかにすることも目的として存
在した。したがって、本研究の目的には保護司制度の
実効的な運営に寄与することと心理臨床における心理
療法家の受容的態度の検討という 2つの側面があった
のである。
この2側面の目的のため、質問紙調査と面接調査を
実施した。比較的短期間で結果の求められる研究で
あったため、質問紙調査においてある程度焦点を絞っ
たうえで、その焦点について面接調査をもってその検
討及び記述を行う必要があったのである。
その結果保護司の受容的態度について、 4点のこと
を指摘した。つまり、①受容的態度には4つの下位態
度が存在し、その4つのうち「厳格さ」と「冷静さ」
は面接の構造を規定する機能があり、「温かさ」と「尊
重」は面接における関係性の維持と変容の促しという
機能がある。②それらの4つの下位態度は連結的に表
出され、そして相互補完的に機能する。 ③4つの下位
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態度についての志向性などのバランスで保護司の受容
的態度は類型化でき、少なくとも 5つの類型が考えら
れる。 ④受容的態度の時系列的変化については3つの
変化のタイプがあり、それらは保護司活動において繰
り返し生じることが考えられる。これら 4点が保護司
の受容的態度についての結論である。加えて、心理療
法家の受容的態度については、それが心理療法におけ
る内的治療構造と外的治療構造の形成を目的として存
在する心理療法家の態度である、ということが結論付
けられた。
小・中学校教師における被援助志向性と援助要請行動
との関連について
長島和夏子
研究1の質問紙調査、研究2の質問紙およびインタ
ビュー調査を通して、小・中学校教師の被援助志向性
とパーソナリティ特性を始めとした個人差要因、およ
び援助要請行動との関連を調高した。
研究1の結果からは、年齢が若く、指導・援助サー
ビス上の悩みの下位次元である「指導・援助に対する
他者からの批判・苦情」による悩みが深刻な教師ほど
状態被援助志向性が高いことが示された。さらに、指
導・援助サービス上の悩みの 3つの各下位次元の中で
も「J旨導・援助に対する他者からの批判・苦’附J次元
は、状態被援助志向性との関連が深いことが明らかに
なった。また、状態被援助志向性と自己志向的完全主
義の下位次元の 1つであるD次元（『自分の行動に漠然
とした疑いを持つ』傾向）の両者の関連は二次関数的
な関係性として説明できることが明らかになった。
また、研究2では小学校教師の被援助志向性と援助
要請行動との関連について質的に検討することを目的
とし、 9名の小学校教師にインタビュー調査を実施し
た。子どもの問題行動やトラフ守ルが日常的に起きてい
るような学校あるいは学級崩壊が起きるリスクが高い
とされているような学校では、システムの一員として
の報告、連絡、相談という側面が強まると考えられる。
このような状況下では、「これは相談したいが、こっち
は黙っておこう」といった教師側の個人の判断は認め
られないということにもつながる。本調査では複数の
調査協力者から、学習指導や生活指導といった仕事の
話に限らず、普段からいろんな話を教員同士の聞で交
わしておくことによって、困ったり、↑品んだりした場
面でも相談がしやすくなるということが語られた。さ
らに、システムの一員としての報告、連絡、相談にし
ても、インフォーマルな形での相談であっても教師聞
における援助要請行動を考えるときに、相談や援助を
受けたうえで取った行動の結果や、援助者との関係性
の問題も合めて検討する必要があることが示された。
空間づくりの効果とその関連要因
宗方恵里
体験的距離の調整を行い、気がかりやその感じに埋
没したり振り回されることのない状態を作り味わう空
間づくりには様々な実践報告があり、メンタルヘルス
アプローチとしても有用であることが示唆されている
が、実験的な研究が不足している。そのため基礎的な
研究として、第一実験では空間づくりを複数団体験す
ることの効果と、それによるフオーカシング的態度へ
の影響を体験過程尊重尺度（FMS）を用いて全5回の
適用から検討した。その結果、連続適用による空間づ
くり効果の向上は認められず、実験前と実験終了 1週
間後に測定したFMSにも変化がみられなかったこと
から、空間づくりを繰り返し体験することによって体
験様式の変化を説明することはできなかった。しかし
内省報告からは、空間づくり効果の持続の様子や、コ
ツを習得していったことなどが語られ、繰り返しによ
る効果の今後の可能性を得た。実験期間の設定が実験
の課題として残り、実験期間をもっと長く設定して検
討する必要がある。
第二実験では従来の空間づくり終了後の効果測定で
はなく、空間づくりを行っている状態に着円し、気が
かりの体験様式から効果への関述を検討した。その結
果、空間づくりの効果は「気がかりを強く感じる」、「感
じが不快である」ことと有志な負の相関関係にあり、
また「気がかりの置き場所が適合感」が高いほど効果
が高いことが示された。また効果の高低群別に気がか
りをどのように休験しているか実験協力者の表現をま
とめた結果「身体感党」を体験しているか否かという
大きな述いが発見された。「身体感覚」の多くは「重い」
「苦しい」などの負の感党として体験されており、「身
体感党」を感じている人たちは空間づくりの効果が享
受しにくいという結果であった。この、気がかりを思
い浮かべた時に向然に伴う「身体感党」が佃人内要因
によるものであることが示唆され、空間づくりの成功
に関わる要因として検討－される必要があるだろう。
これらのことから、気がかりをどのように体験して
いるかが空間づくりに重要であり、その感じをどのよ
うに感じていると効果が得られやすいのかが新たに明
らかになった。
博士論文
高齢者を対象としたグ、ループ回想法の効果に関する研
70 
.71, 
工藤タ貴
現代のような高齢社会においては、単にどのくらい
長く生きていられるかという寿命の量よりも、高齢期
をどのくらい健康で自立した生活が送れるかという寿
命の質に重きが置かれ始めた。「人生の最終段階をど
のように生きるか」という課題に取り組む高齢者を援
助するために、心理・社会的アプローチが果たす役割
は大きく、急速に発展している。そのひとつが「回想
法」である。
回想法とは、高齢者の記憶と個々人の歩んできた生
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活史やそれに伴う感情に焦点をあてることにより、 ｛同
別性を尊重し、自尊心の向上や情動の安定などを目指
すアプローチである。1960年代、 RButlerによって回
想は高齢者に普遍的で肯定的意味をもつものと認めら
れ、高齢者の回想を生かしたアプローチとして回想法
が提唱されるようになった。
わが国での回想法は、施設や病院から地域へと展開
されているが、その方法やプログラムについての検討
が必要とされている。効果研究では、事例的・記述的
な検討や、 事前事後に行うスケールなどの客観的な評
価の分析が，1，心で、ある。とくにグループ回想法では、
桐人とは異なったグループの力の意義が意識されては
いるが、ク、、ループの発達や展開過程などを分析してい
る研究は少ない。そこで本研究では、第 1にグループ
の発達や相7工作用などグループワークの視点を基に、
回想法をグループで行う意義を検討する、第2に施設
と地域に焦点をあて、対象の違いによる回怨法の意義
や実践方法を検討することを目的とし、地域在住の認
失｜｜症高齢者と養護老人ホーム入居者を対象としたグ
ループ回忽法を行った。
前者の参加者は、アルツハイマー型認知症のため通
院加療中の在宅高齢者11名と高齢者施設入居－＇（＇；・1名（男
性5名、女性7名、平均年齢73.4歳）であった。場所
は大阪府の出齢者施設で、週1回（約 11町/U)i!-10回
を1クールとし、計5クールのグループ回想法を実施
した。第1クールは参加者が少なかったため、 2事例
を取り上げ、認知機能評価尺度であるMMSE・ I-DS-
R、内的活動性をみるパウムテストによる事前事後評
価に加え、，rn想内容や発言回数、参加の様子について
事例検討を行った。その結果、指際別にみると例人差
が大きかったが、事前事後評価とセッション中の変化
を総合的に検討することで、個人の特徴を明確化する
重要性が示H変された。
次に、第2～5クールにおけるグループの活動性や
相互作用を捉えるために、発言回数と発言の向きを、
セッション内の3場面（初盤・中盤・終盤）に限定し
て検討した。その結果、セッション別発言回数の平均
では、グループの発達段階との対応関係がみられた。
クール別では、 3場面の発言回数の顕著な差はみとめ
られなかったが、各クールの活動性の特徴を把握で、き
た。さらに、各クールの第1・5・10回目における発言
の回数と向きでは、各参加者の関係性の変化やプロセ
スを示すことができた。
最後に、 3場面におけるグループの変化が最も顕著
であった第5クールに焦点をあて、セッション内すべ
ての発言回数とその文字数について検討した。その結
果、 セッション内すべての発言回数は、 3場面の合計
発言回数よりばらつきが少なく、やや異なるパターン
が示された。発言回数では後半に向けて減少傾向だっ
たのに対して、各セッションの文字数の平均は、後半
に向けて増加傾向であった。つまり、一発言が長くなっ
ていたと推察された。
???
後者の参加者は、養護老人ホーム入居者13名（男性
4名、女性9名、平均年齢79.6歳）であった。場所は、
岩手県の養護老人ホーム内で、週1回（約 1時間）の
グループ回想法を計10固と 5回に分けて、 2グループ
行った。 10回前後と 5回前後の計4回実施したMMSE、
セッション内の 3場面（初盤・中盤・終盤）における
発言回数、回想内容、職員へ行ったインタビューにつ
いて検討した。その結果、 MMSE及び発言回数では
伺人差が大きく、平均の増減による効果は｜明示で、きな
かった。しかし、発言回数ではグループの特徴が示さ
れ、クマループの凝集性や活動性の向上・安定の傾向、
さらに回想内容の広がりや深さ、まとまりとの関連が
示峻された。職員へのインタビューからは、参加者の
回想を通して、職員白身の参加者に対する言動や思い
が変化し、さらに参加者以外の入居者の過去や背景ーへ
の関心が深まる過程が捉えられた。回想法を通して継
続的に参加者と関係を築くことで、回想そのものをケ
アに紡びつける重要性も導き出された。
以上のことから、各参加者－の発言回数やその｜古jきを
指標として、 クソレープの展開 ・発達過程や活動性の変
動、参加l青 1,;J ~t· 参加詐とスタッフ聞の関係性、グルー
プの力到Jや日動性を把J崖できたことから、ク、、ループで
行うな義として、他者ーからの刺激（回想）による－i'.3－動
の活性化、対人中I]I~交流の促進や安定、過去の役割の
再現と新たな役割の構築などが見山された。さらに、
このようなグループのな義を促える指棋として発言｜旦
数は有効であることが確認され、その評価の観点とし
てセッション内の発言回数や長さの総和に着目するこ
とも主要であると指摘できた。
対－象の違いに即した｜亘i惣法については、地域在住高
齢者を対象とした場合、家族への段助の必要性、 2クー
ル継続参加の有効性、日常生活とのバランス、回想法
参加終了後の生前 ・援助への航続性を重祝する必要性
が示唆された。施設入居者を対象とした場合、実施回
数を減らした継続的な回想法のプログラム、職員によ
る回想法の理解と参加、参加者の入居背景や生活史の
理解を重視する必要性が示唆された。
本研究の限界及び問題点として、観察者による評価
の観点やリーダーのスキルによる実践のバイアス、コ
ントロール群の設定など研究計画の洗練性などがあげ
られた。
